
第４号様式

                地域貢献計画書

                                令和 3年 12月 14日

名古屋市長 

                    住 所 愛知県稲沢市天池五反田町１番地

                     氏 名 ユニー株式会社

                     代表者 代表取締役 関口憲司

住 所 名古屋市中村区名駅南二丁目 6番 17号
氏 名 東陽倉庫株式会社

代表者 代表取締役 武藤正春

  名古屋市大規模小売店舗地域貢献ガイドライン第３ ３（１）アの規定に基づき、下記の   

とおり提出します。

                     記

１ 大規模小売店舗の名称

  テラッセ納屋橋

２ 大規模小売店舗の所在地

  名古屋市中区栄一丁目 201番 ほか 14筆

３ 地域貢献担当窓口の部署名及び連絡先

   ＰＰＩＨ設計本部 国内事業設計部 渉外課

  （電話番号）０５８７－２４－８０２５ （ＦＡＸ番号）０５８７－２４－８０２９

４ 地域貢献に対する方針

  お客様のご満足度向上を目指し、安全で安心な商品やサービスの提供を行うとともに、地球

環境保全のために自ら責任を持ち、全社をあげて取り組んでいきます。

  さらに、お取引先や地域社会とのコミュニケーションを重視した環境保全活動を進めること

で、持続可能な循環型社会形成に寄与していきます。



５ 地域貢献計画 （5年度間 令和 4年 4月 1日～令和 9年 3月 31日）

項目 細目 地域貢献活動内容 実施時期 目標値

１．地域づくり

の取り組みへ

の協力

①町を美しくする

運動への協力

・店舗敷地周辺の定期清掃に努めます。 ・開店時より ・毎日実施

②交通安全市民運

動への協力

・関係当局からの各種交通安全運動への参加の呼びかけに応じま

す。（例、店内放送・ＰＲポスターの表示等）

・開店時より ・適時実施

・違法駐車、青空駐車追放等で、店内放送で自粛のお願いアナウ

ンスをおこないます。

・開店時より ・適時実施

③地域の祭りや行

事、文化活動への

協力

・テラッセ納屋橋発展会（H29.1発足予定）の会員としてまちや

地域の活動に参画します。

・発足時より ・入会後参画

④商店街振興組合

商工会等への加入

協力

・名古屋市商店街振興組合連合会に、ユニー㈱で入会済み

・名古屋市商工会議所に入会済み

・入会済み ・入会済み

⑤地元産品の積極

的なＰＲ販売促進

・全社的な運動として、地産・地消を推進します。 ・開店時より ・適宜実施

⑥その他、地域づく

りの取り組み

・地域住民の生活便利店としての役割を果たせるよう、また地域

コミュニティーの一助になるよう努めるとともに、店舗を営業

することが、地域住民の生活環境の悪化につながることのない

よう努めます。

・開店時より ・通年実施

２

防犯、青少年

非行防止対策

の推進

①生活安全まちづ

くり運動への協力

・防犯協会等に入会を検討します。。 ・開店時より ・入会後適時

協力

②青少年育成運動

への協力

・ＰＲポスターの掲示協力等をおこないます。 ・開店時より ・随時実施

③店舗内、敷地内

における防犯対策

の実施

・店内・外に防犯カメラを設置します。

・警備員や従業員による定期的な巡回の実施をします。

・開店時より

・開店時より

・常時設置

・随時実施



 地域貢献計画

項目 細目 地域貢献活動内容 実施時期 目標値

２

防犯、青少年

非行防止対策

の推進

④深夜営業や営業

時間外の防犯対策

青少年非行防止対

策の実施

・防犯や青少年非行防止のための啓蒙活動に参画します。 ・開店時より ・随時実施

・異常侵入者防止のため、各種センサーを設置し、異常時に速や

かに現場に出向く態勢を警備会社と取組みます。

・開店時より ・センサー通

年実施

・警備、管理

会社と契

約後適宜

実施

⑤緊急通報体制の

確立

・日常的に店舗内及び店舗周辺での事件発生時における警察への

通報要領の策定、迅速な避難誘導措置等の緊急通報・避難体制

をとります。 

・開店時より ・全従業員に

周知

⑥その他、防犯青少

年非行防止対策へ

の協力

・夜間時に、防犯上の盲点となるエリアの排除を目的として、適

切な照明灯・器具を設置します。

・開店時より ・設置予定

３

地域防災への

協力

①防災安心まちづ

くりへの運動の

協力

万一大規模災害が発生した場合には、被災された方々の生活必

品を速やかに提供できるよう、名古屋市との間で「災害時におけ

る救助物資確保についての協定」を締結しております。・

・開店時より ・適時対応

・地域自主防災訓練として、毎年 2回の消防訓練を実施します。 ・開店時より ・毎年実施

②災害発生時にお

けるボランティア

活動への協力

・従業員から会社へ活動希望の要請があれば検討します。 ・必要時より ・適時対応

③その他、地域防災

への協力

・ＡＥＤ（自動体外式除細動器）の設置をします。 ・開店時より ・通年実施



 地域貢献計画

項目 細目 地域貢献活動内容 実施時期 目標値

４

環境対策の推

進

①容器包装の削減

および廃棄物の削

減

・レジ袋の有料化に努めます。 ・開店時より ・通年実施

・進物包装時には、お客様に対し簡易包装にご協力を求めます。 ・開店時より ・通年実施

・廃棄物計量器を導入して、廃棄物の削減に取り組みます。 ・開店時より ・通年実施

②環境にやさしい

容器包装の使用

・フルーツのバラ売り等、環境にやさしい容器包装の使用に努め

ます。

・開店時より ・通年実施

③３Ｒの推進 ・常設で店内に「牛乳紙パック」「トレー」「ペットボトル」の回

収ボックスを設置し、再利用化を促進します。

・開店時より ・通年実施

・廃棄物の分別排出、分別収集を実施し、リサイクルを推進しま

す。

・開店時より ・通年実施

・焼却ゴミを削減し、再生紙化・生ゴミの堆肥化等にも努めます。 ・開店時より ・通年実施

④生ごみリサイク

ルループの推進

・店舗から排出された生ごみは、リサイクルループの推進等を検

討します。

・開店時より ・通年実施

⑤省エネルギー対

策等の実施

・照明器具は、省エネタイプを設置します。 ・開店時より ・通年設置

⑥環境マネジメン

トシステムの導入

・本社は「ＩＳＯ１４００１」を取得しており、それに即した活

動を実施、各店舗で廃棄物の量やリサイクル率の目標を定めて

いる。また環境配慮商品の開発と販売推進を目標として推進し

ている。

・開店時より ・環境マネジ

メントシス

テムに則し

た店舗運営

の実施・「エコ・ファースト企業」としての役割を果たします。 ・開店時より

⑦ヒートアイラン

ド地球温暖化対策

の実施

・敷地内の緑化対策を推進します。 ・開店時より ・通年数値

・「アイドリングストップ表示板」を駐車場各所に取り付けます。 ・開店時より ・通年実施

・商品搬入は、物流センターからの一括納品による配送の効率化

を図ります。

・開店時より ・通年実施

⑧その他環境対策

の推進に関する取

組み

・店舗廃水処理対策として、各所に設置している「グリストラッ

プ」の定期清掃を実施します。

・開店時より ・毎日実施

・店舗周辺において定期清掃を実施します。 ・開店時より ・毎日実施

・「環境レポート」をホームページで公開しております。 ・開店時より ・通年公開



 地域貢献計画

項目 細目 地域貢献活動内容 実施時期 目標値

５

子ども、高齢

者、障害者への

配慮

①子育て、家庭教育

支援の実施

支援等の要請があれば、関係機関と協議のうえ検討致します。 ・開店時より ・実施検討

②ユニバーサルデ

ザインの導入、普及

協力

・点字ブロック・身体障害者用トイレ（非常呼び出しボタン付き）

の設置をします。

・開店時より ・通年実施

③その他、

 子ども、高齢者、

障害者への配慮

に関する取組み

・小学校児童に対しては、「スーパー探検」と呼称し、中学校生

徒に対しては、「職場体験」と呼称して受け入れの検討をしま

す。

・開店時より ・必要に応じ

て検討
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項目 細目 地域貢献活動内容 実施時期 目標値

6 

地域雇用確保

への協力

①地域からの雇用

促進

・従業員の地域からの優先的雇用に努めます。 ・従業員募集時 ・出来るだけ

多くの採用

を目指す

②安定的雇用の確

保

・学卒者による定期採用をおこなっております。 ・毎年実施 ・毎年実施

③障害者、高齢者雇

用の促進

・障害者に対しては、養護学校からの実習の受け入れ、

ハローワークからの紹介者の面談等をおこなっております。

また、高齢者に対しては、60歳定年後の再雇用制度を設けて

おります。

・要望状況に

応じて実施

・適宜実施

④男女平等参画

の促進

・各種の法令順守の徹底をおこなっております。 ・通年実施 ・通年実施

⑤その他、地域雇

用確保への協力

・近隣店舗の事例として、店舗周辺地域に限定してパートタイマ

ーの募集活動を定期的におこなっております。

・必要に応じて

実施

・適時実施

７

核テナント

撤退や店舗閉

鎖時の対策

①早期の情報開示

の提供

・店舗閉鎖の予定はありませんが、閉鎖の場合は、6ヶ月以上前

に開示します。

・決定時点 ・決定後、速

やかに開示

②後継店の確保 ・地域住民の利便性の低下を極力抑えるため、後継店の確保に努

めます。

・決定時点 ・決定後対応

③従業員の雇用確

保

・従業員の再就職支援等による雇用の確保に努めます。 ・決定時点 ・決定後対応

④店舗閉鎖にとも

なう環境悪化の防

止

・店舗閉鎖にともなう周辺環境悪化の対策として、建物の不法侵

入防止対策おこないます。

・閉店後実施 ・確実な実施

⑤その他、核テナン

ト撤退や店舗閉鎖

時の対策

・その都度、適切な対応策を取っていきます。 ・決定時点 ・決定後対応



 地域貢献計画

項目 細目 地域貢献活動内容 実施時期 目標値

８

その他

①食品等の安心、安

全の確保

・「食」の安全への取組み事例として、「牛肉トレサビリティー」

など、安心して食料品を提供させていただける取組みをおこない

ます。

・開店時より ・通年実施

②その他地域貢献

活動

・「名古屋市粗大ごみ券」等の販売をおこないます。 ・開店時より ・通年販売

・その他、要請等があれば適切に対応する姿勢で臨みます。 ・開店時より ・要請等に応

じて対応

 ※参考事項

当社の地域への取り組みにつきましては、ホームページで公開致しております。

  （ｗｗｗ．ｕｎｙ．ｃｏ．ｊｐ）

  ・行動指針    ・地域への貢献    ・環境への取り組み

  ・ハートビル法認定店舗について  ・「食」の安全への取り組み 等々


